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店舗 高層の店舗、事務所ビル
が多い駅前の商業地域

浜松町110 m

浜松町駅前の商業地域 ２７ｍ区道 浜松町駅　北西方110 m

新型コロナの感染対策が進み、景気の持ち直しが期待されるがウクラ
イナ情勢等、海外情勢のリスクや物価高による下振れリスクもある。

これまでの開発に加え、ランドマーク的な高層事務所ビルの建替えも
見込まれるため、更なる高度商業地としての発展が期待される。

個別的要因に変動はない。

付近では再開発事業が進展しており、またランドマーク的な高層事務所ビルの建替え等も決定していることから
、今後も高層店舗兼事務所ビルが建ち並ぶ熟成度の高い高度商業地として発展することが期待される。
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(6)市場の特性

比準価格は、港区内の商業地の取引事例を中心に求めたもので、市場の実勢を反映した実証的な価格である。一方、収
益価格は、投資採算性を重視した賃貸市場の収益性を反映した理論的な価格である。よって、比準価格と収益価格を関
連付けて、さらに指定基準地との検討を踏まえ、公示価格を規準とした価格との均衡に留意し、鑑定評価額を上記のと
おり決定した。

同一需給圏は、港区や千代田区、中央区、品川区の駅前や幹線道路沿いの店舗兼事務所ビル等が建ち並ぶ準高度～高度
商業地域が存する圏域とした。需要者層は、不動産投資法人、大手企業等が想定される。また、周辺のランドマーク的
な高層事務所ビルの建替え等も決定しており、今後も高層店舗兼事務所ビルが建ち並ぶ熟成度の高い高度商業地として
発展することが期待され、賃貸市場は賃料水準、空室率共軟調に推移しているが、売買市場での需要は底堅い。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

港(都) －5 7
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の適用
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氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 4

令和 4 7 1

令和 4 7 7

港(都)　5 － 7 東京都 区部第２ 不動産鑑定士 有賀　岳大

株式会社フロネシス

令和 4 6 27

令和 4 7 4

港区浜松町一丁目１２５番１０外
「浜松町１－３０－１１」

271
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